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１．問題設定とその背景
2002年のゼルマン最高裁判決は，教育バウチャーの合憲性を示した。つまり教育バウチャーを通
じた「宗教学校への公費援助」は，アメリカ連邦憲法修正第 1条の国教樹立禁止条項に違反しないと
表明したのである。その法的意味のひとつは，アメリカ憲法の主軸の 1つである政教分離の壁に対し
て，教育の機会不平等の是正を優先させた点にあるといえよう。長らく教育バウチャー実施に対して
「国家からの宗教の自由の保護」を意図する政教分離の壁が立ちはだかってきたことは記憶に新しい。
しかしながら，後にも述べるように，「教育機会の不平等」の是正に資する場合，宗教・無宗教の中
立性，間接的な支援などの基準に沿う形で，「厳格」に代わり「緩やか」な政教分離の採用が，容認
されたのである。
そこには，「不平等の是正」や「低い教育達成度の向上」などの問題解決を意図した教育政策（以
下では，プラグマティック（１）な教育政策・ニーズ適応型の立法）を支持する連邦最高裁の関与・立
場が見られる。一般に司法積極主義と呼ばれる法的アプローチである，プラグマティックな教育政
策への関与については，賛否両論が付随している。だが，ゼルマン最高裁判決での採用が最初では
ない。連邦最高裁の先行判例の歴史をたどると，1954年のブラウン判決とその余波に行き着く。人
種差別を下敷きとした教育機会の不平等の是正が目指された文脈である。たとえばヴィテリッティ
（Viteritti, J. P.）は，憲法の本来的な目的を，民主主義の多数決支配に代表される政治の抑制，すなわ
ち個人やマイノリティの権利保障に捉える視点から，ゼルマン判決などマイノリティの教育機会の向
上を意図する教育政策への連邦最高裁の関与や判断を好意的に評価する（２）。一方で，憲法による当
為に関わる方法の評価が，他のいずれの選択肢も認められないほど明らかな場合に限定されるべき
だとして，プラグマティックな教育政策の評価への法的な関与に疑問を抱く立場がある（３）。つまり，
目先の問題の克服を意図する対処的な政策の評価は，長期的な視野のもとで伝統的な諸価値を保障す
る憲法の在り方に沿わないと言うのである（４）。いわゆる「法判決の政治化」への懸念である。
本論では，ヴィテリッティの議論に呼応して，プラグマティックな教育政策への連邦最高裁への関
与を支持できる場合が存在するとの想定のもと，議論を進めてゆく。とりわけゼルマン判決は，目先
ではなく長期的に残存する「不平等の是正」を検討する事例である。またマイノリティ（５）の教育機
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会の保障に関わる点で，多数決支配や利益集団の影響を被る「法判決の政治化」という問題への批判
をまぬがれていると思われるからである。
さてゼルマン判決以降，教育バウチャーの実施が格段に広がると予想されたが，現状を見るに一進
一退といえる（６）。なかでも教育達成度の低い公立学校に通う生徒を対象とした教育バウチャー判決
としては，2006年のフロリダ州最高裁による違憲判決が確認できる（７）。州段階の裁判が行われ，フ
ロリダ州の憲法に照らしてプログラムの違憲性が判示されるところとなった。州憲法には，連邦憲法
に比べていっそう厳格な政教分離の関連条項（たとえば No-funding Provision）が通例盛り込まれて
いる。カトリックへの反感に源流をもつBlaine Amendmentから派生した故にLittle Blaine（以下では，
LB）と呼ばれるそれら一連の条項が，教育バウチャーの違憲性の参照点となった可能性がある（８）。
したがって，教育バウチャー論争の焦点は，振り出しに戻ったことになる。まるで連邦最高裁判決を
覆すかのような州判決を可能にした背景には，以下に記すような法判決の二元性がある。
アメリカの法判決は，連邦段階と州段階に大別できる。そして双方の関係構造は，必ずしも相互作
用を保つとは限らない。とりわけ教育事件に限ると，連邦憲法それ自体が教育条項を含まないこと，
連邦憲法修正第 10条が「州への教育権限の委譲」を規定していること等々から，州憲法・州判決の
自律性がむしろ尊重される傾向にある。さらには各州憲法における宗教教育関連条項は，非常に重要
な位置を占めてきた。教育バウチャー判決の争点である「宗教学校への公費援助」も例外ではなく，
連邦判決とは別に，州判決における歴史的な積み重ねを有している面がある（９）。
こうした中，連邦と州との関係構造は，およそ 3種類の形態に集約される。1つは，連邦判決の動
向と歩調を合わせ，連邦憲法を適用する州判決の在り方である（連邦判決の優位）。2つは，連邦判
決の動向とは無関係に州憲法に照らして州判決を下す在り方である（州判決の自律性）。3つは，連
邦判決の動向を参考にしながら，修正解釈した州憲法を基準に州判決を下す在り方である（連邦憲法
と州憲法の調整型）（10）。そのうち本論の検討対象―フロリダ州判決―は，2つめの関係構造，すなわ
ち連邦判決に対する州判決の優位性・自律性を維持する形態に該当すると思われる。この点に関し
て，たとえばヴィテリッティは次のように述べる。州と連邦による解釈上の相違は，それ自体，悪い
ことではない。アメリカ連邦主義の自然な成長として理解できるし，何より各州の政治的・社会的伝
統などの実情に応じれば，多様な解釈が生じるのも無理はない。州裁判所による州憲法の解釈は，連
邦裁判所の連邦憲法の解釈より広い諸権利を規定してきたといえる。だが逆に，州裁判所が連邦裁判
所の解釈よりも狭い諸権利を規定するのは問題であると，ヴィテリッティは理解する（11）。フロリダ
州判決は，連邦憲法よりも厳格な政教分離を反映する州の関係条項を適用した違憲判決である。類似
の政策を扱った連邦最高裁判決の動向を半ば無視する形での，州の違憲判断は，いかなる問題を示唆
するのだろうか。
本論では，上記で述べたように，州判決の自律性を維持する二元性のもとにある，教育バウチャー
州判決の事例として，フロリダ州判決を検討する。その際，「政策の論拠として最優先される価値」
ないし「政策が最優先に実現しようとする価値」（以下では政策価値）に注目して（12），判決の意味を
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捉えてゆく。とりわけ連邦段階のゼルマン判決と州段階のフロリダ州判決の非連続性が，おそらく政
策価値の転換を反映するとの想定のもとで，問題点の有無ないし内実を明らかにしてゆきたいと考え
る。本論の構成は，以下の通りである。第 1に，ゼルマン判決の内容と連邦最高裁の判例史における
その位置づけを確認する。第 2に，フロリダ州判決の内容を確認する。第 3に，第 1と第 2を比較し
て，二元性の下で生じた政策価値の転換がいかなる問題を示唆しうるのか考察してゆく。
２．先行研究と本論の所在
ゼルマン判決以降のアメリカ教育バウチャーを対象とする日本の先行研究においては，教育バウ
チャーの公共性を明らかにする研究（13），判決の法理を検討する研究（14），通史的な政策価値の周期的
な動きを背景に教育統治の変化を跡付ける研究（15），政策論拠の多様性を指摘する研究（16）などが確認
できる。いずれも根底には，価値多元社会の教育バウチャーが，さまざまな政策価値の対立・調整を
経た公共性を反映するという考えがある。本論では，同様の考えを有しながらも，その公共性の正当
性を具体的な局面に即して検討する。とりわけ連邦と州の関係構造からなる二元性を利用するかたち
で，同じ状況下において，政策価値の優先順位に違いが出る事態を取り上げ，批判的な検討を加えた
い。価値多元社会においては，多元的な制度のもとで，そうした政策価値の揺れ動きが，いっそう自
然な現象となる。だからこそ，揺れ動きの正当性を常に問う必要がでてくる。本論では，現存するニー
ズ適応型の立法に，州裁判所が保守的な介入を進めることで，問題解決の放置および議論の空白を生
んでいる不当な一事例を提出したい。
３．ゼルマン判決の内容とその位置づけ
ゼルマン最高裁判決（17）では，オハイオ州クリーブランド市で 1996年から行われている教育バウ
チャーを用いた奨学金プログラム（Pilot Project Scholarship Program）が合衆国憲法修正第 1条の国
教樹立禁止条項に違反するか否かをめぐり争われた。教育バウチャーの受給額は，家庭の経済的事情
に応じる形で決定される。教育バウチャーとは，学校選択の用途に支払われる補助金の引換券であり，
保護者に配られる。学校選択に参加できる学校は，宗教学校も含めた私立学校と学区に隣接する公立
学校である。1999年から 2000年にかけての実施状況をみると，受給者の 60％は貧困ライン以下（1999
年の時点で年間所得が約 200万）に位置し，また参加学校の 82％は宗教系学校であった。隣接する
公立学校の参加はなかった。実際に教育バウチャー受給者の 96％は，宗教系学校に在籍していた。
判事の意見は，5（支持）対 4（反対）の形で合憲判断が下された。合憲判決の主な理由として，
①教育バウチャーの配布が，劣悪な公立学校に通う子供たちへの教育的な支援という世俗的な目的を
有する，②親個人の独立した選択の結果である，③宗教について中立である，④受給対象が偏らない，
⑤世俗的な選択肢も用意されている，等々が挙げられる。一方で反対意見の主な内容として，⑥厳格
な政教分離原則（宗教学校へのいかなる財政支援も認めない）を主張したエバーソン判決の歴史に反
する，⑦実際には，教育バウチャーを通じた公的資金が，ほとんど宗教学校に流れている点で，宗教
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的な教育に支払われた可能性があり，政教分離原則に反する，⑧そうした傾向は，宗教の対立を強め
民主主義の基礎を弱める危険性がある等々がある。
以上，ゼルマン判決の内容を簡単に整理してみると，その中心的な争点は，教育バウチャーが政教
分離原則に違反するか否かに置かれており，また合憲判断を支える理由として，上記の①で示される
ように，「不平等な教育機会の是正」があったと考えられる。換言すると「教育機会の平等」の文脈
上にある教育バウチャーは，政教分離原則に必ずしも違反しないと判断されたのである。その場合の
政教分離原則は，政府による宗教学校へのいかなる財政支援も禁じる厳格な意味をもつのではなく，
宗教間の中立性や宗教・無宗教間の中立性および私的選択の結果として見なす公的財政支援ないし流
出という緩やかな意味をもつものとして理解された。それゆえ以下では，ゼルマン合憲判決を支持す
る判事の意見が，このように「厳格な政教分離の原則」に対して「教育機会の平等」を優先するもの
であったとの観点から，判例史におけるゼルマン判決の位置を確認してゆく。
ゼルマン判決（18）は，「宗教学校への公費援助」と「教育機会の平等」をめぐる，以下の 2つの歴史
的な先行判決の文脈に位置づけられる。第 1に，緩やかな分離の路線に基づく「宗教学校への公費援
助」の文脈であり，第 2に，連邦最高裁によるプラグマティックな教育政策への関与という文脈で
ある。
まず，第 1の文脈に沿って考察してゆく。「宗教学校への公費援助」に関わる最高裁判決は，修正
第 1条に規定される「国教樹立禁止条項」，言い換えると「教会と国家の分離」（以下，政教分離の原
則）の所在を決定するのに，複数の観点・基準が採用されてきた。近年の関連判決では「緩やかな分
離」の採用傾向が確認できるが，その中にあってゼルマン判決は，従前の部分的支援を検討する範囲
を遥かに凌駕する形での授業料支援を許可する点で，「厳格な分離」からの脱却を推し進める決定的
な契機として（その是非はともかく）把握されている。
一連の歴史的な流れを簡単に振り返ると，まず「子どもの利益」の観点から，宗教学校も含む通学
バスの公費援助を認めた 1947年のエバーソン判決を出発点として，途中 1948–1968年の間には，教
科書の無償貸与など部分的な財政支援をめぐる厳しい諸判決を経るなか，1968年のアレン判決は，
ふたたび「子どもの利益」を基準に無償貸与を許可する判決をだした。その後，1971–1983年の間に
は，「レモンテスト」をもとに私立対象の税額控除を違憲とした 1973年のナイキスト判決などで，厳
格な分離が採用された。しかし 1983–2001年の間には，ゼルマン判決を導いた先行判例が登場してく
る。①公立・私立（宗教系含む）を問わない税額控除を認めた 1983年のミュラー判決，②宗教学校
に通う視覚障害の生徒への職業支援を認めた 1986年のヴィッタース判決，③宗教学校へ通う聴覚障
害の生徒に手話通訳者の公費援助を認めたゾブレスト判決，④（宗教以外の）教科書貸与のみならず
コンピューターなど他の教育用資材にも公費援助の範囲を広げた 2000年のミッチェル判決などであ
る（19）。そこでは「宗教・無宗教間の中立性」および「個人的選択」の基準の採用が確認できる。こ
のように，連邦憲法修正第 1条の国教樹立禁止条項との関連に「宗教学校への公費援助」の史的動向
を踏まえると，ゼルマン判決の位置は，最高裁による「厳格な分離」から「緩やかな分離」解釈への
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軸足の移動に連なる面がある。
つぎに「教育機会の平等」をめぐる最高裁の（関与の）歴史は，1947年の人種別学に違憲判決を
下したブラウン判決に確認できる。ブラウン判決は，周知の通り，当時のアメリカ公教育制度に浸透
していた「分離しても平等」の原則に違憲判決を下したものの，平等に向けての具体的な方策を提示
するものではなかった。もっとも，その後 1955年のブラウンⅡ判決において最高裁は，州裁判所の
監督のもと，地方学校区による統合過程の統制を要請し，状況によっては裁判所の介入も辞さないこ
とを表明した。改善の進まない地域への州裁判所の介入の例として，1971年のスワン判決を皮切り
に，統合価値に立脚した具体的な平等化施策が，強制バス通学の実施という形で推し進められてきた。
ところが，強制力を伴う人種間の統合化政策は，黒人と白人の双方のいっそう強い反発や軋轢など，
根強く潜在する人種差別の逆説的な顕在化を招いた面も見受けられ，「形式的な統合化」にもかかわ
らず依然，意識変革や教育効果に資する「実質的な統合化」との距離を把握する段階にとどまった
といえる。それゆえブラウン判決そのものは，教育達成度の格差の是正すなわち実質的な教育機会の
平等を実現する手段としては微力だったとの理解が広がっている。これに対してゼルマン判決が，貧
困地区で依然として機能不全にある公立学校からの退出を許可し，比較的に質の高い教育効果を期待
できる地域の宗教学校への通学を保障する，（選択肢の 1つとして位置付けられた）制限付きの教育
バウチャーに合憲判決を下したことに着目して，それを，実質的な平等の尊重への志向という観点か
ら，ブラウン判決の延長線上の発展形態として位置付ける理解が確認できる（20）。実際，先でみたよ
うにゼルマン合憲判決の法理は，教育バウチャーの使用が，貧困層の生徒たちへのより実質的な教育
機会の平等保障を中心に強調する構成をなしている（21）。ここには，先の第 2節で述べたように，ニー
ズ適応型の立法に対する連邦最高裁の肯定的な関与および支持が確認できる。次節では，これとは逆
に，ニーズ適応型の立法に対する州裁判所による保守的な介入を示すフロリダ州判決を検討してゆき
たい。
４．フロリダ州判決
事実の概要（22）
フロリダ法令の第 229.0537項である「フロリダ機会奨学金プログラム」（1999年）（Florida 
Opportunity Scholarship Program，以下 OSP）は，州学力テストの評価が，4年のうち 2年連続，合
格点に達しなかった公立学校に通う生徒に，より良い公立学校ないし宗教学校も含めた私立学校への
転入を認める教育バウチャーの給付プログラムである。子どもを公立学校に通わせている親や団体組
織が原告となり，OSPはフロリダ州憲法の第 1条の 3項と第 9条の 1項とアメリカ連邦憲法修正第 1
条の国教樹立禁止条項に抵触するとして，レオン地区巡回裁判所に訴えた。被告は，ブッシュ知事を
はじめとするフロリダ議会の議員とフロリダ教育省である。同時に，フロリダ教員組合（FEA）に代
表される原告もまた，教育委員会を含める形で先と同様の被告に対して，同じ内容で訴えた。これら
の訴えは，後に合併された。
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第 1審裁判所は，私立学校に通う特定の生徒の授業料を州が支払う OSPが，「充分な供給は，画一
的・効率的・安全・安心・質の高い無料の公立学校システムに関する法律によってなされるべきであ
る」と規定するフロリダ州憲法第 9条の 1項に抵触しているとの判断を下した。ところが第 1地区上
訴裁判所はその判断を却下とした。第 9条の 1項はとりわけ立法部がその必要性を認めた場合，私立
学校への詳細な説明付きの公費援助を禁止するものではないとして，第 1審裁判所に差し戻したので
ある（2000HomesⅠ）。しかしながら「特定宗派の制度への直接的・間接的な公費援助の禁止」を定
めた州憲法第 1条の 3項に違反するとして，ふたたび違憲判決が下された（2004 HolmesⅡ）。 その
後フロリダ州最高裁は，ホームズⅡを再評価する形で，5対 2の違憲判決を下したのである。
4-1　パリエンテ主席判事の意見（23）
パリエンテ主席判事の言説は，「州憲法の文言が，立法にどんな制限を課すのか」という視点から
構成されている。すなわち，州憲法の文言の忠実な解釈に照らして，法令を評価するのである。パリ
エンテは，一般には裁判所が論争的な公共政策に干渉しないことを認識している。しかしながら公共
政策を通じた立法の解決策への正当な支持（deference）は，州憲法による制限を基盤とするのだと
いう理解のもと，憲法的判断を進める。
州憲法第 9条の 1項
その居住区内に住む，すべての子供たちの教育を充分に提供することは，州の至上の義務である
（2文目）。充分な供給は，画一的・効率的・安全・安心・そして高い質を有した無償公立学校を
要請する法律によって実現されるべきである（3文目）。
これに対して OSPは，公立学校と同じ規制を受けず，その結果カリキュラムや教員資格や教育内
容などにおいて画一的ではない私立学校に公費を流出する点で，上記の条文に抵触する。その際，上
記で述べたように，立法権力の制限という観点から憲法第 9条の 1項が解釈される。それによると①
法による教育の提供の命令と，②教育の提供方法の制限が示されており，①と②は，同じ文脈に適用
されなければならないと述べる。フロリダ州の先行判例（史）にならい「1つの解釈は，他の解釈を
排除する」という解釈の原理を適用するのである。また公費の流出は，決して法のもとにある無償公
立学校を補完する役目をもつとはいえない。今現在の小規模な OSPでも，拡大すれば無償公立学校
への悪影響が余計に懸念されるとしている。
4-2　総括　政策価値の動き　
従来，公教育の場における政教分離および信教の自由の制約が，「州の利益」として肯定されて
きた（24）。フロリダ州最高裁も，その延長線上に位置し，フロリダ州の至上（paramount）の義務が，
州による画一的な無償公教育の充分な提供にある点を強調した。州判決の次元で争われる教育バウ
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チャーが，宗教学校への公費援助を禁じる条項を使用しなくとも，教育条項によって否決される道筋
を示したものといえる（25）。
だが，全体的な教育バウチャー論争の政教分離問題への傾斜が，フロリダ州の OSPに係る裁判の
発生と無関係であるとは考えにくい。とりわけHolmesⅠ判決が，政教分離の文脈で下されたように，
訴えの引きがねの中心には，政教分離の問題があったはずである。フロリダ州判決は政教分離をめぐ
り，連邦段階のゼルマン合憲判決との比較や，厳格な政教分離（州憲法第 1条の 3項）の（第 1節で
示した）LBとしての源流が導く，決定的な再判断の困難性や論争性を予測して，画一性を基準に違
憲判決を下したと思われる。それはまた，政教分離の問題を迂回する回路の発見かもしれない。だが，
反対派のベル判事も指摘したように HolmesⅠ判決で示された課題に触れないフロリダ州最高裁判決
は，画一性を補助線に，むしろ厳格な政教分離を補強したともいえるのである。
５．考　　察
以上の分析をもとに，以下ではプラグマティックな教育政策の判断に，州法の文言解釈による違憲
判断は適切か否かについて考察をくわえてゆくことにする。
OSPの目的は，質の低い公立学校に通う子ども達の教育機会の改善にあったはずである。既に根
強く存在してきた教育機会の不平等が横たわっていたのである。ゼルマン最高裁判決において，教育
機会の不平等の改善が，政教分離に対して優先されたことは先に述べた通りである。だがそれ以降に，
類似のバウチャーをめぐるフロリダ州判決は，教育機会の不平等の是正について言及を控えたまま，
画一性と厳格な政教分離を優先したのである。問題は，フロリダ州判決の違憲性が，ただちに政策的
な課題を克服する別の手立てを用意している訳ではないという点にある。その間，質の低い公立学校
に通う子ども達にとっての出口は，閉ざされたままである。
教育バウチャーは現状改善のための政策であり，今まさに困難な状況に苦しむ子どもたちへの救済
策という面がある。プラグマティックな政策にたいする州裁判所における保守的な介入は，政策の
実施を遅らせる点が指摘されている。実際，立法による学校改善への取り組みは，それ以前に数十年
の待機期間を経ていることがしばしばである。一方で裁判所も，改善への取り組みにためらいがちで
ある（26）。また教育バウチャーの救済策としての特徴をふまえると，憲法解釈のテクニックを駆使し
た立法への違憲判断は，現状の問題解決を先延ばしする面が強く，実際の結果に即した憲法解釈（as 
applied challenge）が出来る時まで，判断を待つべきだとも考えられる（27）。
ゼルマン判決以降の制限付き教育バウチャー実施の制約要因は，憲法的な許可よりも，対象を制限
する立法の困難にあると通例言われている（28）。けれどもフロリダ州判決の場合は真逆である。有権
者に選出された立法家による政策決定に，州裁判所が許可しなかったのである（29）。むろん政策決定
における多数決支配や政策内容が，憲法に明らかに抵触している場合，それは憲法による政治の行き
過ぎの抑制になる。だが OSPに票を投じた議員構成は，困難な公立学校を抱える地域出身という形
で，党派を超えていたことがわかっている（30）。すなわち一党支配（多数決支配）やイデオロギー対
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立などの政治的問題を克服したニーズ適応型の立法だったのである。政策内容は，テクニカルな憲法
解釈の範囲内にあり，明らかな違反とは言えない。スラターは，裁判所が，教員組合や他の利益集団
によって，立法の実施を覆すための政治的論争の場として使われるべきではないと述べている（31）。
さて，その後フロリダ州判決で争点となった州憲法第 9条の 1項を中心とする修正条項案がフロ
リダ州公認の「税制と予算改革委員会」（TBRC）から提起され，住民投票への運びとなったもの
の，教員組合や教育委員会など教育バウチャー反対集団が訴え，フロリダ州最高裁が違憲判決を下し
た（32）。修正条項案の内容は，①教育バウチャーを認めやすくする点，②州の教育費の 65パーセント
を教育委員会の業務遂行ではなく，教室や授業運営に使用する点からなる。クイニピアック大学が
行った世論調査をみると，①のみでは反対派（56–38）が多いが，①＋②の修正条項には賛成派（63
–25）が圧倒的に多いことが示されている（33）。したがってフロリダ州民は，教育機会の不平等の改善
に直結する範囲での教育バウチャーには好意的であるといえる。フロリダ州民の考えは，フロリダ州
判決よりもゼルマン判決の法理に親和的であることが確認できるのである。
６．結論　フロリダの事例より
連邦と州の相互作用が欠けた二元性のもと，州憲法のもつ厳格な政教分離に端を発する法的スタ
ンスが，教育バウチャー反対派による理想適応型の政策思想と合致している。その結果，教育バウ
チャーをめぐる州判決が，連邦最高裁や政治の場で可決されたプラグマティックな教育政策の実施を
困難にしている状況が見受けられる（文書末の図を参照）。絶対的な教育機会の不平等の是正を目指
すプラグマティックな教育政策が，連邦最高裁では認められ，州裁判所だと認められにくい。加えて
州民の意思は，連邦最高裁の立場に近い。そうしたなかで州裁判所が，プラグマティックな教育政策
① プラグマティックな政策的視点（円の囲みのなか），司法積極主義…現状の改善に向けた，柔軟な
法解釈に基づく政策評価　例）ブラウン判決，ゼルマン判決
良い公立学校システム → 一部の悪い公立学校
↓改善
補完 宗教学校などへのバウチャーの適用
② フロリダ州判決の視点（円の囲みのなか）…法の文言（理念）の厳格な解釈に基づく政策評価
一部の悪い公立学校
↑
バウチャ -ーが上記の法に適うか否か
法＝良い公立学校システム
図　 政策評価に際した「プラグマティックな政策的・法的視点」と「フロリダ州判決の視点」
の違い（筆者作成）
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の評価に関与するのであれば，州憲法の歴史的な文言解釈を強調するのみならず，連邦最高裁の傾向
との関連や，教育機会の不平等という現状への言及も避けて通れないはずである。
注⑴ ここでプラグマティックとは，目線を理念より問題解決やインパクトに向け，既存の制度の改善に取り組
む特性をいう。
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